
第３節 分野別の施策の実施の状況

１ 就業・所得

「就業・所得」分野について、高齢社会対策
大綱は、次のような方針を示している。

高齢化が急速に進展する中で、経済社会
の活力を維持するため、高齢者がその知識
と経験をいかして経済社会の担い手として
活躍することができるよう、雇用・就業環
境の整備を図る。
特に、労働力人口の構成の高齢化や公的

年金の支給開始年齢の引上げ等を踏まえ、
原則として希望者全員がその意欲と能力に
応じて６５歳まで働けるよう、定年の引上げ
や継続雇用制度の導入等による安定的な雇
用の確保を図る。
勤労者が、職業生活と家庭や地域での生

活とを両立させつつ、職業生活の全期間を
通じて能力を有効に発揮することができる
よう、職業能力の開発、労働時間の短縮、
雇用の分野における男女の均等な機会及び
待遇の一層の確保、育児・介護休業制度の
普及などの施策を推進する。
職業生活からの引退後の所得について

は、国民の社会的連帯を基盤とする公的年
金を中心とし、これに職域や個人の自助努
力による企業年金、退職金、個人年金等の
個人資産を適切に組み合わせて、その確保
を図る。

（１）高齢者の雇用・就業の機会の確保
ア 知識、経験を活用した６５歳までの雇用の確保
少子高齢化の急速な進行等を踏まえ、「高年

齢者等の雇用の安定等に関する法律」（昭和４６

年法律第６８号。以下「高齢法」という。）によ
り、平成１８年４月から、公的年金の支給開始年
齢までは安心して働き続けることができるよう
にするため、公的年金の定額部分（男性）の支
給開始年齢の引上げに合わせ、平成２５年度まで
に、６５歳までの段階的な定年の引上げ、継続雇
用制度の導入等の措置（以下「高年齢者雇用確
保措置」という。）を講ずることが事業主に対
し義務付けられている。
これらの取組によって、平成２１年６月１日現

在、３１人以上規模の企業において、高年齢者雇
用確保措置の実施済企業の割合は９５．６％となっ
ており、企業における高年齢者雇用確保措置は
着実に進展している。
公共職業安定所においては、事業主に対し

て、定年の引上げ、継続雇用制度の導入等の指
導を行っている。その際に、独立行政法人高
齢・障害者雇用支援機構の高年齢者雇用アドバ
イザーが同行又はフォローアップ相談を行うな
ど、各都道府県労働局と連携を図り、指導・援
助等を実施している。
公務部門においては、国家公務員及び地方公

務員の定年退職者等を対象として、フルタイム
又は短時間の勤務形態による６５歳までの在職
（上限年齢については、満額年金の支給開始年
齢に合わせて３年に１歳ずつ引上げ）を可能と
する再任用制度の活用を基本としながら、高齢
者雇用を推進している。

イ 中高年齢者の再就職の援助・促進
中高年齢者をめぐる雇用情勢が厳しい状況に

ある中で、公共職業安定所を中心に中高年齢者
に対する再就職支援を実施している。また、高
齢法に基づき、「事業主都合の解雇」又は「継



続雇用制度の対象となる高年齢者に係る基準に
該当しなかったこと」により離職する中高年齢
者の希望に応じて、事業主は、その職務の経
歴、職業能力等の再就職に資する事項や再就職
援助措置を記載した書面（以下「求職活動支援
書」という。）を作成・交付するよう、事業主
に対し指導等を行っている。なお、これらの中
高年齢者の有する豊富な職業キャリアの記載が
できる「職業キャリアが長い方向けのジョブ・
カード」を求職活動支援書としても活用するこ
とが可能となっている。また、事業主団体等の
傘下の求人事業主や団塊世代の定年退職者等を
対象としてキャリア・コンサルティング等を実
施し、再就職支援を推進するとともに、起業支
援情報を提供する地域団塊世代雇用支援事業を
実施している。
このほか、高年齢者等の安定した就職の実現

を図るため、常用雇用に向けて中高年齢者を一
定期間試行的に雇用する事業主に対して、中高
年齢者試行雇用奨励金を支給するとともに、６０
歳以上の高年齢者を雇い入れた事業主に対し
て、特定求職者雇用開発助成金を支給している
（表２－３－１）。
また、地方公共団体と協同して、高年齢者職

業相談室を地方公共団体の庁舎施設内等に設
置・運営し、地方公共団体が行う生活相談との
密接な連携を図りつつ、高年齢者を対象とした
職業相談、職業紹介や求人者に対する雇用相談
等を行っている。
さらに、高齢者が早い段階から職業生活の設

計を行い、高齢期においても希望と能力に応じ
て多様な働き方を選択できるようにするととも
に、退職準備援助を行うため、独立行政法人高
齢・障害者雇用支援機構が設置する高齢期雇用
就業支援コーナーにおいて、職業生活設計に関
する相談やセミナー等を実施している。
このほか、事業主団体と公共職業安定機関と

の協力の下、技能講習、合同面接会等を一体的
に行うシニアワークプログラム事業を実施して
いる。

ウ 多様な形態による雇用・就業機会の確保
高齢期には、個々の労働者の意欲、体力等個

人差が拡大し、その就業に対するニーズも多様
化することから、これらに対応した就業機会を
確保していくことが重要である。
このため、高齢者の就業ニーズに応じて、地

域社会に根ざした臨時的・短期的又は軽易な就

中高年齢者試行雇用奨励金
・常用雇用に向けて中高年齢者を一定期間試行的に受け入れて就業させる事業主に対して助成
特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助成金）
・高年齢者（６０歳以上６５歳未満）等の就職困難者を公共職業安定所又は有料・無料職業紹介事業者の紹介により、継続して雇用
する労働者として雇い入れる事業主に対して賃金相当額の一部を助成

特定求職者雇用開発助成金（高年齢者雇用開発特別奨励金）
・６５歳以上の離職者を公共職業安定所又は有料・無料職業紹介事業者の紹介により、１年以上継続して雇用する労働者として雇
い入れる事業主に対して賃金相当額の一部を助成

高年齢者等共同就業機会創出助成金
・４５歳以上の高年齢者等３人以上が、その職業経験を活かし、共同して新たに法人を設立し、労働者を雇い入れ、継続的雇用・
就業機会を創出する場合に、事業開始に係る経費の一部を助成

定年引上げ等奨励金
・６５歳以上への定年の引上げ、定年の定めの廃止又は希望者全員を対象とする７０歳以上までの継続雇用制度若しくは、希望者全
員を対象とする６５歳前に契約期間が切れない安定的な継続雇用制度の導入や、勤務時間の多様化を行う中小企業事業主、及び
６５歳以上まで働くことができる環境を整備するため、職域の拡大や処遇の改善、外部の高年齢者の活用について先進的な取組
を行う事業主に対して助成

資料：厚生労働省

表２－３－１ 高齢者雇用関係助成金制度の概要
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業機会を提供するシルバー人材センター事業の
推進を図っている（平成２１年３月末現在、シル
バー人材センターの団体数は１，３２９団体、会員
数は約７６万人）。
さらに、「教育、子育て、介護、環境」を重

点にシルバー人材センター事業と自治体が共同
して企画提案した事業を支援するほか、高齢者
の知識・経験を生かすためのワークショップの
開催、企業等とのマッチングを行うシニア就業
支援プログラム事業を実施している。
また、豊富な経験・ノウハウ等を有する大企

業等の退職者及び近く退職を控える方々のう
ち、社会貢献の一環として中小企業の支援を行
いたいとする方々を新現役と位置づけ、新現役
の豊富な経験・ノウハウ等と、それを必要とす
る中小企業等とのマッチングを行うことで、中
小企業等の経営能力・技術力等の向上を支援し
ている。

エ 起業の支援
新規事業の創出・育成は、新たな雇用を生み

出すなど、我が国経済の活性化にとって極めて
重要である。多様な事業者による取組を支援す
るため、株式会社日本政策金融公庫（国民生活
事業、中小企業事業）を通じ、高齢者等を対象
に優遇金利を適用する融資制度（女性、若者／
シニア起業家支援資金）による新規事業の創
出・育成に資する環境整備に取り組んでいる。
また、４５歳以上の高年齢者等３人以上が共同

して事業を開始し、労働者を雇い入れ、継続的
な雇用・就業の機会を創出する場合に、当該事
業の開始に要した経費の一部を助成することに
より、自らの職業経験等を活かして起業しよう
とする高年齢者等を支援している（表２－３－
１）。

オ 年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向
けた取組
労働者の一人一人により均等な働く機会が与

えられるよう、「雇用対策法」（昭和４１年法律第
１３２号）が改正され、平成１９年１０月より、労働
者の募集・採用における年齢制限が原則として
禁止された。また、高齢法においては、労働者
の募集・採用に当たって、事業主が、やむを得
ない理由により上限年齢（６５歳未満のものに限
る。）を設定する場合にその理由を提示するこ
ととされている。これらを踏まえ、都道府県労
働局等を通じた事業主への指導、啓発活動を実
施し、その周知徹底を図っている。
高年齢者雇用確保措置の一層の普及・定着を

図ることに加えて、年齢にかかわりなく働ける
社会を実現するため、「７０歳まで働ける企業」
推進プロジェクトを実施している。具体的には
シンポジウムやセミナーを開催して先進的企業
の取組内容等を紹介するとともに、７０歳雇用支
援アドバイザーによる人事処遇制度等の見直し
に対する個別相談・援助を実施したほか、地域
の事業主団体等に委託し、７０歳までの一層の雇
用に向けた取組を行い、意欲と能力がある限り
７０歳まで働ける雇用機会の確保に向けた環境整
備等を進めている。
日本政策金融公庫（国民生活事業・中小企業

事業）において、エイジフリーな勤労環境の整
備を促進するため、高齢者（６０歳以上）等の雇
用を伴う設備投資を行う事業者に対しては、雇
用要件を緩和（２名以上から１名以上に緩和）
している。
さらに、定年引上げ等奨励金について、６５歳

以上への定年の引上げ、希望者全員を対象とす
る７０歳以上までの継続雇用制度の導入又は定年
の定めの廃止を行う中小企業事業主に加えて新
たに希望者全員を対象とする６５歳前に契約期間



が切れない安定的な継続雇用制度を導入する中
小企業事業主を支給対象とし、併せて、勤務時
間の多様化を行う中小企業事業主に対して手厚
く拡充を行うとともに、６５歳以上まで働くこと
ができる環境を整備するため、職域の拡大や処
遇の改善、外部の高年齢者の活用について先進
的な取組を行う事業主に対して助成を行うこと
により、希望者全員が６５歳まで働ける制度及び
何らかの形で７０歳まで働けるための制度の普及
促進を図っている（表２－３－１）。

（２）勤労者の生涯を通じた能力の発揮
ア 勤労者の職業生活の全期間を通じた能力の
開発
「職業能力開発促進法」（昭和４４年法律第６４

号）及び同法に基づく「職業能力開発基本計画」
の策定により、経済社会の活力の維持・向上の
観点等から、雇用労働者のみならず、ニート状
態にある者、出産・育児等により職業キャリア
を中断している者、職業生活からの引退過程に
ある高齢者等、職業キャリアの準備期、発展期
及び円熟期の各段階に応じた職業キャリア形成
支援政策を進めているところである。
特に、今後の人口減少社会において、高い就

業意欲を有する高齢者の活躍の場を広げること
は重要な課題であり、これら高齢者のもつ多様
な経験と熟練した技能を中小企業等への技能継
承支援に活用したところである。

イ ゆとりある職業生活の実現等
勤労者が、職業生活と家庭や地域における生

活とを調和させつつ、生涯にわたってその能力
を有効に発揮するためには、心身の健康を保ち
つつ、仕事のための時間と家庭・地域・職業能
力開発などのための時間を様々に組み合わせ、
バランスのとれた働き方を選択できる環境を整

備していくことが重要である。
このため、労働者全体に占める長時間労働者

と短時間労働者の割合が同時に高まる、いわゆ
る「労働時間分布の長短二極化」の進展や長時
間労働に起因する脳・心臓疾患や精神障害と
いった健康障害の増加などの状況を踏まえ、
「労働時間等の設定の改善に関する特別措置
法」（平成４年法律第９０号）及び「労働時間等
見直しガイドライン」（「労働時間等設定改善指
針」（平成１８年厚生労働省告示第１９７号））に基
づき、年次有給休暇の取得促進及び所定外労働
の削減を始めとした労使の自主的な取組を促進
する施策を推進した。

ウ 雇用・就業における女性の能力発揮
働き続けることを希望する女性が就業意欲を

失うことなくその能力を伸長・発揮することが
できる雇用環境を整備するため、「雇用の分野
における男女の均等な機会及び待遇の確保等に
関する法律」（昭和４７年法律第１１３号）に沿った
男女均等取扱いが確保されるよう、企業への積
極的な指導等を行うとともに、事業主と労働者
の間に紛争が生じた場合には円滑かつ迅速な解
決が図られるよう援助を行っている。また、男
女労働者間に生じている事実上の格差を解消す
るための企業の自主的かつ積極的取組であるポ
ジティブ・アクションの一層の推進を図るた
め、経営者団体と連携した「女性の活躍推進協
議会」の開催や、「均等・両立推進企業表彰」
の実施等によりポジティブ・アクションの必要
性について意識を醸成するとともに、「ポジ
ティブ・アクション応援サイト」等を通じ、企
業の取組事例について情報提供を行う等によ
り、企業の取組を支援している。
また、「食料・農業・農村基本計画」（平成１７

年３月閣議決定）等を踏まえ、女性が対等な
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パートナーとして、男性と共に農林水産業経営
及びそれに関連する活動に参画していくことの
できる社会の実現に向けた施策を実施した。

エ 職業生活と家庭生活との両立支援対策の推進
（ア）職業生活と家庭生活との両立のための制

度の一層の定着促進
「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を

行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法
律第７６号。以下「育児・介護休業法」という。）
では、職業生活と家庭生活との両立を図るた
め、労働者が育児休業、介護休業、子の看護休
暇等を取得できることを労働者の権利として規
定するとともに、短時間勤務制度を始めとした
育児又は家族の介護を行う労働者等を支援する
措置を講ずることを事業主に義務付けている
（表２－３－２）。
育児・介護休業法の周知徹底を図るととも

に、同法が遵守されるよう引き続き事業主に対
して指導を行っている。
また、更なる仕事と家庭の両立支援の推進を

図るため、子育て期の短時間勤務制度の義務化
や介護のための短期の休暇制度の創設等、平成
２１年６月に育児・介護休業法が改正された。

（イ）職業生活と家庭生活との両立支援事業
職業生活と家庭生活との両立支援事業とし

て、育児や介護を行う労働者が働き続けやすい
環境整備を推進するため、助成金の支給による
事業主への支援や、育児・介護等の各種サービ
スに関する地域の具体的情報のインターネット
（フレーフレーネット）による提供、ファミ
リー・フレンドリー企業の普及促進、育児、介
護等のために退職した者等に対する再就職支援
等を行っている。

（ウ）企業における次世代育成支援対策の推進
次の世代を担う子どもたちが健やかに生まれ

育つ環境をつくるために、次世代育成支援対策
推進法（以下、「次世代法」という。）に基づき、
国、地方公共団体、事業主、国民がそれぞれの
立場で次世代育成支援を進めているが、平成２０
年１２月に、地域や企業の更なる取組を促進する
ため、次世代法が改正されたところである。
改正法においては、平成２３年４月１日から、

一般事業主行動計画の策定・届出等が義務とな
る企業について常時雇用する労働者数３０１人以
上企業から１０１人以上企業へと拡大することと
なった。こうしたことから、次世代育成支援対
策推進センターや地方公共団体等と連携し、多
くの企業において行動計画の策定・届出が行わ
れるよう周知・啓発を行うとともに、次世代法
に基づく認定の取得促進を図っている。

オ 多様な勤務形態の環境整備
（ア）多様な働き方を選択できる環境の整備
パートタイム労働者がその能力を一層有効に

発揮することができる雇用環境を整備するた
め、「短時間労働者の雇用管理の改善等に関す
る法律」（平成５年法律第７６号）に基づき、事
業主への相談・支援や行政指導等を実施すると
ともに、パートタイム労働者の均衡待遇の確保
等に取り組む事業主等に対して助成金を支給す
る等、通常の労働者との均衡のとれた待遇の確
保のための取組を推進している。
また、育児・介護や地域活動など個々人のラ

イフスタイルやライフステージに応じた働き方
を実現させるものとして期待される「短時間正
社員制度」について、制度を導入した事業主に
対して助成金を支給するほか、導入モデル例の
開発・普及等により、その導入促進及び定着を
図っている。



（イ）情報通信を活用した遠隔型勤務形態の開
発・普及

テレワークは、高齢者の就業機会の拡大及び
高齢者の積極的な社会への参画を促進する有効
な働き方と期待されている。
平成２２年までにテレワーカーを就業者人口の

２割とする目標の実現に向けて策定した、「テ

レワーク人口倍増アクションプラン」（平成１９
年５月テレワーク推進に関する関係省庁連絡会
議決定、IT戦略本部了承）の着実・迅速な実
施のため、産学官からなる「テレワーク推進
フォーラム」と連携し、セミナーの開催等によ
るテレワークの普及活動を行っている。
また、テレワーク人口実態調査の実施による

１ 育児休業制度
○ 労働者（日々雇用される者を除く。以下同様。）は、その事業主に申し出ることにより、子が１歳に達するまで（両親とも
に育児休業を取得する場合は、子が１歳２か月に達するまでの間に１年間）の間（子が１歳を超えても休業が必要と認められ
る一定の場合には、子が１歳６か月に達するまで）、育児休業をすることができる。

※育児休業については、次のいずれにも該当する有期契約労働者も対象
①同一の事業主に引き続き雇用された期間が１年以上であること
②子が１歳に達する日を超えて引き続き雇用されることが見込まれること（子が１歳に達する日から１年を経過する日までに
雇用関係が終了することが申出時点において明らかである者を除く）

２ 介護休業制度
○ 労働者は、その事業主に申し出ることにより、対象家族１人につき、常時介護を必要とする状態に至るごとに１回、通算し
て９３日まで、介護休業をすることができる。

※介護休業についても同様の考え方で有期契約労働者も対象

３ 子の看護休暇制度
○ 小学校入学までの子を養育する労働者は、その事業主に申し出ることにより、小学校就学前の子が１人であれば年に５日ま
で、２人以上であれば年１０日まで、病気・けがをした子の看護のために、休暇を取得することができる。

４ 介護休暇制度
○ 要介護状態にある対象家族の介護を行う労働者は、その事業主に申し出ることにより、要介護状態にある対象家族が１人で
あれば年に５日まで、２人以上であれば年１０日まで、介護のために、休暇を取得することができる。

５ 短時間勤務等の措置
○ 事業主は、３歳に満たない子を養育する労働者であって育児休業をしていないものについて、労働者の申出に基づく短時間
勤務の措置を講じなければならない。
事業主は、常時介護を必要とする状態にある対象家族の介護を行う労働者で介護休業をしていないものについて、次のいず

れかの措置を講じなければならない。
短時間勤務制度、フレックスタイム制、始業・就業時刻の繰り上げ下げ、介護費用の援助措置

６ 所定外労働の免除
○ 事業主は３歳に満たない子を養育する労働者が請求した場合は、所定外労働時間を超えて労働させてはならない。

７ 時間外労働の制限
○ 事業主は、小学校入学までの子を養育し、又は常時介護を必要とする状態にある対象家族の介護を行う労働者が請求した場
合においては、１か月２４時間、１年１５０時間を超えて時間外労働させてはならない。

８ 深夜業の制限
○ 事業主は、小学校入学までの子を養育し、又は常時介護を必要とする状態にある対象家族の介護を行う労働者が請求した場
合は、深夜において労働させてはならない。

９ 不利益取扱いの禁止
○ 事業主は、労働者が上記１～８の申出をしたこと等を理由として解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。（※４～８
については、今回の法改正により追加。）

１０ 転勤についての配慮
○ 事業主は、労働者の転勤については、その育児又は介護の状況に配慮しなければならない。

下線部は、平成２１年６月の法改正により改正された部分
施行日：原則として平成２２年６月３０日（ただし、４、５、６については常時１００人以下の労働者を雇用する企業は平成２４年７月１日）

資料：厚生労働省

表２－３－２ 育児・介護休業法の概要
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就業者人口に占めるテレワーカー比率や働き方
の実態把握、首都圏におけるテレワーク機能・
環境の現状についての調査、テレワークの普
及・推進に関する検討を行い、テレワークの普
及を一層促進している。
また、多くの企業等がテレワークを試行・体

験できる機会の提供や、テレワークシステムの
検証及びテレワークによる様々な効果の提示・
啓発を行う実証実験の実施や、テレワーク導入
のために設置される電気通信設備に係る課税標
準の特例措置による支援、全国各地でのセミ
ナーの開催等に取り組んだ。
さらに、在宅勤務の適切な労務管理の在り方

を示した「在宅勤務ガイドライン（情報通信機
器を活用した在宅勤務の適切な導入及び実施の
ためのガイドライン）」について、事業場外み
なし労働時間制（事業場の外で働く場合であっ
て、労働時間の算定が困難な場合の労働時間に
関する制度）の適用要件等の明確化など所要の
改正を行い、事業主への周知・啓発を行った。
また、東京、大阪、名古屋、札幌、福岡に相談
センターを設置し、事業主・労働者等を対象と
したセミナーを開催した。さらに、テレワーク
に関心のある中小企業等に実際にテレワークを
体験する機会を与え、主に労務管理的な視点か
らテレワーク実施による効果や課題等を検証す
るテレワーク共同利用型システム試行導入事業
により、適正な労働条件の下でのテレワークの
普及を図っている。
また、総務省など複数の省庁で、国家公務員

テレワークの一層の推進を図っている。

（３）公的年金制度の安定的運営
ア 持続可能で安定的な公的年金制度の確立
我が国の公的年金制度は、年金を受給する高

齢者世代をサラリーマンや自営業者等の現役世

代が支える世代間扶養の仕組みを基本としてお
り、年金は高齢者世帯の収入の７割を占めると
ともに、国民の４人に１人が年金を受給してい
るなど、国民生活において欠くことのできない
ものとなっている。
こうした公的年金制度の基本的な考え方や重

要性については、新聞等を活用した広報等を通
じて啓発を図った。
基礎年金の国庫負担割合については、平成２１

年６月に、基礎年金国庫負担割合２分の１を実
現するための「国民年金法等の一部を改正する
法律等の一部を改正する法律」（平成２１年法律
第６２号）が成立した。これにより、２１年度及び
２２年度においては、財政投融資特別会計からの
一般会計への繰入れにより臨時の財源を手当て
し、基礎年金国庫負担割合を２分の１とすると
ともに、「税制の抜本的な改革」により所要の
安定財源を確保した上で２分の１を恒久化する
こととなった。また、仮に恒久化する年度が２４
年度以降となった場合には、それまでの間も、
臨時の法制上及び財政上の措置を講ずることに
より２分の１とすることとなった。
また、無年金・低年金問題への対応は極めて

重要な課題であり、２１年１２月には、記録上では
年金の受給資格期間を満たしていないが、任意
加入等により年金受給に結びつく可能性がある
６３歳以上の加入者約５０万人を対象として、加入
期間の確認を促すためのお知らせを発送した
他、記録上は受給資格期間を満たしているにも
かかわらず請求を行っていない方に対して、請
求を促すためのお知らせを送付するなどの対策
を講じている。
さらに、平成２２年通常国会に提出した「国民

年金及び企業年金等による高齢期における所得
の確保を支援するための国民年金法等の一部を
改正する法律案」には、保険料を納めやすくす



ることで、将来の無年金・低年金を防止する等
の観点から、国民年金保険料の納付可能期間を
２年から１０年に延長する等の措置を行うことを
盛り込んでいる。
なお、年金額については、法律上、物価や賃

金の変動に応じて毎年度額を改定することと
なっているが、現在支給されている過去のマイ
ナス物価スライドを特例的に据え置いた年金額
（特例水準の年金額）については、法律上、足
元の物価水準が直近の改定の前年（平成１７年）
の物価水準を下回った場合にその分だけ引き下
げられる仕組みとなっている。２１年の全国消費
者物価指数は前年比マイナス１．４％となったが、
１７年の物価水準を上回っているため、２２年度の
年金額は改定されず、２１年度と同額となる（老
齢基礎年金：年額７９２，１００円（４０年加入の場
合））。

イ 個人のライフスタイルの選択に中立的な公
的年金制度の構築
平成１６年年金改正法においては、多様な生き

方、働き方に対応した制度とする観点から、在
職老齢年金制度の改善（６０歳台前半の在職中の
老齢厚生年金一律２割支給停止の廃止等）、次
世代育成支援の拡充（育児休業中の保険料免除
措置の対象を１歳未満から３歳未満に拡充する
等）、障害年金の改善（障害基礎年金と老齢厚
生年金等の併給を可能とする等）、離婚時の厚
生年金の分割、第３号被保険者期間についての
厚生年金の分割等の改正を行ったところであ
り、引き続き制度が円滑に実施されるよう努め
ている。

ウ 公的年金制度の一元化の推進
年金制度については、雇用の流動化など時代

にあった、公平・透明で分かりやすい年金制度

とする観点から、年金制度を例外なく一元化
し、全ての国民が加入する「所得比例年金」と
月額７万円の「最低保障年金」を骨格とする新
たな年金制度のための法律を平成２５年に成立さ
せることとしており、こうした新しい年金制度
について検討するため、３月に新年金制度に関
する検討会を設置した。

エ 日本年金機構の発足と年金記録問題への対応
平成１９年６月に成立した「日本年金機構法」

（平成１９年法律第１０９号）の施行に伴い、社会
保険庁は廃止され、２２年１月、新たに非公務員
型の公法人として日本年金機構が設立された。
これにより、公的年金については、国が財政

責任・管理運営責任を担いつつ、一連の運営業
務は日本年金機構が厚生労働大臣から権限や事
務の委任委託を受け、その直接的な監督の下で
担うこととなった。
日本年金機構については、日本年金機構法に

基づき、中期目標として以下のような事項につ
いて指示を行った。
・年金記録問題については、厚生労働省と密接
に連携し、その対応を当面の最重要課題とし
て取り組むこと

・厚生年金保険等の適用の促進、国民年金納付
率の向上、年金相談の充実等のサービスの質
の向上を図ること

・運営経費の抑制、外部委託の促進等の業務運
営の効率化を図ること

・アニュアルレポートの作成・公表をはじめと
した情報公開の推進等の業務運営における公
正性及び透明性の確保を図ること

（４）自助努力による高齢期の所得確保への支援
ア 企業年金制度等の整備
我が国の公的年金の上乗せとしての企業年金
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制度等には、確定給付型の企業年金として、厚
生年金の一部を国に代わって支給するととも
に、独自の上乗せ給付を支給する「厚生年金基
金」、企業独自の上乗せ給付のみを支給する「確
定給付企業年金」等がある。また、確定給付型
の企業年金等に加え、国民の自助努力を支援す
るための選択肢として、拠出した掛金額とその
運用収益との合計額を基に給付額が決定される
「確定拠出年金」がある（表２－３－３）。
確定拠出年金制度については、拠出限度額の

引き上げを平成２２年１月より実施しているとこ
ろである。さらに、企業型年金において事業主
拠出に加えて本人拠出を認める、いわゆるマッ
チング拠出の容認、加入資格年齢の引上げ、少
額資産者が制度から脱退するための要件の緩和
等の内容を含めた「国民年金及び企業年金等に
よる高齢期における所得の確保を支援するため
の国民年金法等の一部を改正する法律案」を第
１７４回国会に提出した。

イ 退職金制度の改善
社外積立型の制度を導入する等の改善を促進

するとともに、中小企業が退職金制度を導入す
るのを支援するため、中小企業退職金共済制度
の普及促進等の施策を推進している。

ウ 高齢期に備える資産形成等の促進
勤労者財産形成年金貯蓄については、退職後

の生活に備えての勤労者の計画的な資産形成の
ための自助努力を支援するため、元本５５０万円
を限度として、利子等については非課税措置が
講じられている。
また、平成１４年に都道府県社会福祉協議会に

おいて、所有する住居に将来にわたり住み続け
ることを希望する低所得の高齢者世帯に対し、
当該不動産を担保として生活資金の貸付けを行
う長期生活支援資金貸付制度を創設したところ
であり、２１年３月末現在、８００件の貸付決定が
なされている（２１年１０月に「不動産担保型生活
資金」に名称変更）（表２－３－４）。

年度
（平成）

厚生年金基金 国民年金基金 確定拠出年金 確定給付企業年金

基金数 加入員数
（万人） 基金数 加入員数

（万人）
企業型
承認件数

企業型
加入者数
（万人）

個人型
加入者数
（万人）

規約型
（件）

基金型
（件）

加入者数
（万人）

５ １，８０４ １，１９２ ７２ ５８
６ １，８４２ １，２０５ ７２ ６７
７ １，８７８ １，２１３ ７２ ７０
８ １，８８３ １，２１０ ７２ ７３
９ １，８７４ １，２２５ ７２ ７２
１０ １，８５８ １，２００ ７２ ７３
１１ １，８３５ １，１６９ ７２ ７７
１２ １，８０１ １，１４０ ７２ ７６
１３ １，７３７ １，０８７ ７２ ７９ ７０ ９ ０
１４ １，６５６ １，０３９ ７２ ７７ ３６１ ３３ １ １５ ０ ３
１５ １，３５７ ８３５ ７２ ７９ ８４５ ７１ ３ １６４ １５２ １３５
１６ ８３８ ６１５ ７２ ７５ １，４０２ １２６ ５ ４７８ ５１４ ３１４
１７ ６８７ ５３１ ７２ ７３ １，８６６ １７３ ６ ８３３ ５９７ ３８４
１８ ６５８ ５２２ ７２ ６９ ２，３１３ ２１９ ８ １，３３５ ６０５ ４３０
１９ ６２６ ４７８ ７２ ６５ ２，７１０ ２７１ ９ ２，４８０ ６１９ ５０６
２０ ６１７ ４６６ ７２ ６２ ３，０４３ ３１１ １０ ４，３９７ ６１１ ５７０

（年度末現在）

資料：厚生労働省、企業年金連合会、国民年金基金連合会調べ、確定給付企業年金の加入者数は生命保険協会・信託協会・全国共済農業協同組
合連合会「適格退職年金の契約状況調べ（速報値）」による。

（注）確定拠出年金法は平成１３年１０月より施行（個人型確定拠出年金については平成１４年１月より施行）。
確定給付企業年金法は平成１４年４月より施行。

表２－３－３ 企業年金等の適用状況の推移



貸 付 限 度 額 居住用不動産（土地）の評価額の７０％程度
貸 付 期 間 貸付元利金が貸付限度額に達するまでの期間又は借受人の死亡時までの期間
貸 付 額 １月当たり３０万円以内の額（臨時増額が可）
貸 付 利 子 年利３パーセント又は長期プライムレート（現在２．２５％）のいずれか低い利率
償 還 期 限 借受人の死亡など貸付契約の終了時から３月以内

償還の担保措置 ・居住する不動産に根抵当権等を設定。
・推定相続人の中から連帯保証人１名を選任。

【貸付内容】

３類型 補助 保佐 後見
判断能力の程度 不十分 著しく不十分 欠く常況

＊補助：軽度の認知症者等が対象で、本人の同意の下で特定の契約の締結等について支援を受けられる。

高齢者の財産管理の支援等に資する認知症高
齢者等の権利擁護のための成年後見制度につい
て周知を図っている（表２－３－５）。

２ 健康・福祉

「健康・福祉」分野については、高齢社会対

【目的】
一定の居住用不動産を有し、将来にわたりその住居に住み続けることを希望する高齢者世帯に対し、当該不動産を担保として生

活資金の貸付けを行うことにより、その世帯の自立を支援することを目的とする。

【実施主体】
都道府県社会福祉協議会（申込窓口は市町村社会福祉協議会）

【貸付対象】
資金の貸付対象は次のいずれにも該当する世帯

・借入申込者が単独で所有（同居の配偶者との共有を含む。）する不動産に居住していること。
・不動産に賃借権、抵当権等が設定されていないこと。
・配偶者又は親以外の同居人がいないこと。
・世帯の構成員が原則として６５歳以上であること。
・借入世帯が市町村民税の非課税世帯程度の世帯であること。

○ 制度の趣旨
高齢社会への対応及び福祉の充実等の観点から、自己決定の尊重、残存能力の活用、ノーマライゼーション等の理念と本

人の保護の理念との調和による柔軟かつ弾力的で利用しやすい制度への社会的要請にこたえる。

○ 概要
法定後見制度と任意後見制度の２つがある。法定後見制度については、各人の多様な判断能力及び保護の必要性の程度に

応じた制度とするため、補助・保佐・後見の三類型に分かれている。

（１）法定後見制度（民法）

（２）法定後見制度の充実（民法）
社会福祉協議会等の法人や複数の者が成年後見人となることを認め、また後見人の権限の濫用を防止するために監督体

制の充実を図っている。

（３）任意後見制度（任意後見契約に関する法律）
自分の判断能力が低下する前に、本人が選ぶ後見人（任意後見人）に、将来の財産管理等について依頼するため、公正

証書で任意後見契約をすることができる。

（４）成年後見登記制度（後見登記等に関する法律）
プライバシー保護の観点から、戸籍への記載に代わる公示方法として成年後見登記制度を設けている。

資料：厚生労働省
（注）長期プライムレートは平成２１月４月１日現在

資料：法務省

表２－３－４ 不動産担保型生活資金の概要

表２－３－５ 成年後見制度の概要
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